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町
債
は
４
億
２
８
９
９
万
円
で
、「
ふ

る
さ
と
融
資
資
金
」
の
貸
付
事
業
や
町
道

椛
ノ
木
土
谷
川
線
の
整
備
が
完
了
し
た
こ

と
等
に
よ
り
、
町
債
全
体
で
前
年
度
よ
り

１
億
４
７
５
１
万
円
の
減
と
な
っ
て
い
ま

す
。

　

そ
の
他
の
自
主
財
源
は
、
繰
入
金
が

６
２
７
８
万
円
で
、
財
政
調
整
基
金
の
取

り
崩
し
を
行
わ
な
か
っ
た
こ
と
な
ど
か

ら
、
前
年
度
よ
り
２
億
４
７
０
５
万
円
の

減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

諸
収
入
は
、
ふ
る
さ
と
融
資
貸
付
金
償

還
金
（
元
金
回
収
分
１
６
０
０
万
円
）
な

ど
に
よ
り
、
前
年
度
よ
り
４
７
３
４
万
円

の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

　

平
成
19
年
度
一
般
会
計
と
特
別
会
計
の
決
算
が
、
９
月
定
例
議
会
で
認
定

さ
れ
ま
し
た
。
一
般
会
計
の
収
支
は
、
歳
入
が
62
億
７
２
９
１
万
円
で
、
前

年
度
よ
り
５
億
３
４
８
５
万
円
（
9.3
％
）
の
増
、
歳
出
は
、
60
億
５
５
２
６

万
円
で
、
前
年
度
よ
り
５
億
１
５
８
５
万
円
（
9.3
％
）
の
増
と
な
り
、
２
億

１
７
６
５
万
円
の
剰
余
金
を
20
年
度
に
繰
り
越
し
ま
し
た
。

　

本
号
で
は
平
成
19
年
度
決
算
と
、
同
年
度
か
ら
新
た
な
制
度
と
し
て
導
入

さ
れ
た
財
政
健
全
化
法
に
基
づ
く
財
政
指
標
に
つ
い
て
併
せ
て
お
知
ら
せ
し

ま
す
。

町税
5億1,246万円
（8.2％）

その他の自主財源
5億8,719万円
（9.4％）

地方交付税
30億7,688万円（49.1％）

国庫支出金
10億374万円
（16.0％）

県支出金
4億6,147万円
（7.4％）

町債
4億2,899万円
（6.8％）

その他の依存財源
2億218万円（3.1％）

自主財源自主財源
10億9,965万円10億9,965万円
　　（17.6％）　　（17.6％）

自主財源
10億9,965万円
　　（17.6％）

依存財源　51億7,326万円
（82.4％）

総　額
62億7,291万円

歳 入 の 内 訳

　

歳
入
で
最
も
多
い
の
が
、
地
方
交
付
税
の
30
億
７
６

８
８
万
円
。
前
年
度
よ
り
２
７
６
万
円
の
減
で
、
歳
入

全
体
の
49
・
１
％
を
占
め
て
い
ま

す
。　
　

　

国
庫
支
出
金
、
県
支
出
金
は
合

わ
せ
て
14
億
６
５
２
１
万
円
。
前

年
度
よ
り
８
億
２
３
２
１
万
円
の

大
幅
な
増
と
な
り
ま
し
た
。
平
成

18
年
10
月
に
発
生
し
た
大
雨
災
害

の
復
旧
事
業
に
伴
う
国
庫
支
出
金

の
増
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

町
税
は
５
億
１
２
４
６
万
円

で
、
前
年
度
よ
り
５
４
２
９
万
円

の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ

は
、
国
か
ら
の
税
源
移
譲
に
伴
う

町
民
税
所
得
割
の
増
加
や
、
町
民

税
法
人
税
割
の
増
加
等
に
よ
る
も

の
で
す
。
徴
収
率
は
、
一
般
会
計

全
体
で
91
・
３
％
で
、
前
年
度
よ

り
０
・
６
ポ
イ
ン
ト
下
回
り
ま
し

た
。

19 年度の主な事業
■障害者自立支援給付事業　　　　　1億 2,354 万円
■町ぬくもり助成事業　　　　　　　　　　465 万円
■堀の内住宅水洗化事業　　　　　　　　1,181 万円
■移動通信用鉄塔施設整備事業　　　　　6,261 万円
■団体営畜産環境整備事業　　　　　1億 3,021 万円
■未整備森林緊急公的整備導入モデル事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,155 万円
■農地災害復旧対策事業　　　　　　　　　690 万円
■総合運動公園リニューアル事業　　　　2,657 万円
■スクールバス整備事業　　　　　　　　　651 万円
■公共土木施設等災害復旧事業（18年災）
　　　　　　　　　　　　　　　　 10億 2,618 万円
■道路改良事業（町道２路線）　　　　　 7,887 万円

平
成
19
年
度

決
算

【
歳
入
】
地
方
交
付
税 

歳
入
全
体
の
49
％ 

人件費
10億7,819万円
（17.8％）

公債費
11億3,626万円
（18.8％）

物件費
5億3,533万円
（8.8％）

補助費
6億3,713万円
（10.5％）

その他の経費
7億9,283万円
（13.1％）

普通建設事業費
4億4,877万円（7.4％）

総　額
60億5,526万円

扶助費
3億4,861万円
（5.8％）

災害復旧事業費
10億7,814万円
（17.8％）

その他の経費その他の経費
19億6,529万円19億6,529万円
（32.4％）（32.4％）

投資的経費投資的経費
15億2,691万円15億2,691万円
（25.2％）（25.2％）

義務的経費義務的経費
25億6,306万円25億6,306万円
（42.4％）（42.4％）

その他の経費
19億6,529万円
（32.4％）

投資的経費
15億2,691万円
（25.2％）

義務的経費
25億6,306万円
（42.4％）

総務費
9億4,495万円
（15.6％）

衛生費
4億9,147万円
（8.1％）

災害復旧事業費
10億7,814万円
（17.8％）

公債費
11億3,626万円
（18.8％）

その他
3億2,618万円（5.4％）

農林水産業費
4億2,753万円（7.1％）

総　額
60億5,526万円

民生費
10億2,126万円
（16.9％）

商工費　1,734万円（0.3％）

土木費　2億236万円（3.3％）

教育費
4億977万円
（6.7％）

歳出の性質別内訳 歳出の目的別内訳

　

歳
出
を
目
的
別
で
見
る
と
、
町
の
借
金

の
返
済
に
充
て
る
公
債
費
が
最
も
多
く
、

11
億
３
６
２
６
万
円
で
歳
出
全
体
の
18
・

８
％
を
占
め
て
い
ま
す
。
次
い
で
災
害
復

旧
事
業
費
の
10
億
７
８
１
４
万
円
、
民
生

費
10
億
２
１
２
６
万
円
と
続
き
ま
す
。

　

前
年
度
と
比
べ
大
き
く
増
加
し
た
の

は
災
害
復
旧
事
業
費
で
、
主
に
平
成
18

年
10
月
の
大
雨
災
害
復
旧
事
業
に
よ
り

９
億
６
４
０
６
万
円
、
総
務
費
で
携
帯

電
話
の
不
感
地
域
解
消
を
図
る
た
め
移
動

通
信
用
鉄
塔
施
設
の
整
備
を
行
う
な
ど
、

８
０
０
４
万
円
増
え
て
い
ま
す
。

　

減
額
が
大
き
い
も
の
で
は
、
商
工
費
で

企
業
立
地
促
進
助
成
事
業
が
完
了
し
た

こ
と
に
よ
り
２
億
５
０
５
５
万
円
、
農
林

水
産
業
費
が
畜
産
担
い
手
育
成
総
合
整
備

事
業
費
の
減
少
な
ど
に
よ
り
、
全
体
で

１
億
６
６
９
９
万
円
の
減
と
な
っ
て
い
ま

す
。

　

性
質
別
で
見
る
と
、
義
務
的
経
費
が
前

年
度
よ
り
３
１
５
万
円
減
少
し
て
お
り
、

そ
の
う
ち
人
件
費
に
つ
い
て
は
、
職
員
数

の
抑
制
や
議
員
定
数
が
削
減
さ
れ
た
こ
と

な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
よ
り
９
２
４
０
万

円
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

公
債
費
は
、
新
規
の
町
債
発
行
の
抑
制

に
努
め
て
お
り
、
町
債
残
高
は
平
成
19
年

度
末
で
、
前
年
度
か
ら
約
５
億
７
千
万
円

減
の
、
76
億
２
９
３
０
万
円
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

主
な
財
政
指
標
の
う
ち
、
経
常
収
支
比

率
は
前
年
度
と
同
じ
く
91
・
９
％
、
起
債

制
限
比
率
は
前
年
度
よ
り
０
・
４
ポ
イ
ン

ト
減
の
14
・
４
％
と
、
わ
ず
か
な
が
ら
改

善
が
図
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

町
の
財
政
は
、
依
然
と
し
て
厳
し
い
状

況
で
す
が
、
町
民
の
皆
さ
ん
の
夢
が
実
現

す
る
ま
ち
づ
く
り
を
目
指
し
て
取
り
組
ん

で
参
り
ま
す
の
で
、
引
き
続
き
ご
理
解
と

ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

（
金
額
は
、
地
方
財
政
状
況
調
査
に
よ
る

数
値
で
、
１
万
円
未
満
を
四
捨
五
入
し
て

い
ま
す
。）

【
歳
出
】
公
債
費 

歳
出
全
体
の
19
％ 

財政健全化法に基づく指標の公表
　財政健全化法では、各指標に一定の基準（早期健
全化基準、財政再生基準、経営健全化基準）が設け
られており、この基準を超えた場合には、早期健全
化計画、あるいは財政再生計画を策定し、早期改善
に取り組まなければなりません。詳しくは５月に配
布した「お知らせします、2008 まちの行財政」の
27 ～ 29 ページをご覧ください。
 　葛巻町の平成 19 年度の財政指標については、 い
ずれの指標とも財政健全化法が定める基準を下回り
ました。

まちづくりに61億円

○健全化判断比率

○各公営企業の資金不足比率（20％）

各指標
実質赤字比率（15％）
連結実質赤字比率（20％）
実質公債費比率（25％）
将来負担比率（350％）

公営企業の区分
簡易水道事業
農業集落排水事業
国保葛巻病院事業

資金不足比率
　各公営企業とも資金
不足は生じていないの
で、資金不足比率はあ
りません。

葛巻町
赤字なし
赤字なし
17.5％
131.6％

県平均
赤字なし
赤字なし
17.4％
144.7％

区　　分

国民健康保険事業

簡易水道事業

老人保健事業

農業集落排水事業

国保葛巻病院事業

歳　入

118,024

49,801

93,993

20,466

80,439

歳　出

116,110

48,376

91,270

19,903

79,329

差引残高

1,914

1,425

2,723

563

1,110

●特別会計の決算の状況 （単位：万円）

（　）内の％は各指標の早期健全化基準です。

（　）内の％は経営健全化基準です。


